
2025 年(令和７年)度アンケート調査にみる 

2026/1/10 
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非核の政府を求める京都の会 
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2025 年(令和７年)度アンケート調査集計                       2025/12/15 

設問１ 政府に核兵器禁止条約の批准を求める決議または首長表明    ※（ ）内数値は前年度 

    イ、表明した 11（11） ロ、表明していない 1６（16）  ハ、検討している  0（0） 

※「表明」されたのはいつでしたか。  年  月  日 その文書の添付をお願いします。 
   

設問２ 政府に核禁条約第２回締約国会議にオブ参加を求める議会決議、または首長表明 
    イ、表明した 0（0）  ロ、表明していない 27（27）    ハ、検討している 0（0） 
   ※「表明」されたのはいつでしたか。  年  月  日 その文書の添付をお願いします。 

設問３ 気候危機問題に関して  

①貴自治体は、「2050 年 二酸化炭素排出実質ゼロ＝ゼロカーボンシティ」を 
イ、表明した 20（20）  ロ、表明していない 6（6）   ハ、検討している 1（1）  

※「表明した」のはいつでしたか。   年  月  日 

②環境省が求めている「事務事業編」「区域施策編」の「実行計画」を 
イ、「事務事業」「区域施策」とも立案している 22（20）  ロ、「事務事業」を立案している 0（0） 
ハ、両方とも立案していない 3（3）       ニ、「検討中」その他 2（3） 

※「実行計画」を立案されておれば、その計画データの添付をお願いします。なお、すでに 
 データをお送りいただいている場合は、修正・変更が無ければ再送付は結構です。 

③貴自治体で特徴的な取り組みがあれば教えてください。 
各自治体が積極的に取り組み始めました。11 自治体の施策を紹介します。 

●与謝野町では太陽光発電・蓄電設備導入費補助事業。●宮津市・与謝野町は、共同で「気候

非常事態平和学習宣言」を令和３年に表明。●綾部市では、令和 4 年度より「あやべゼロカー

ボン表彰制度」を創設。●福知山では、地域新電力や金融機関など５者で「地域貢献型再生可

能エネルギー事業推進に関する協定」を結ぶなど、積極的多彩な再エネの普及促進を進めてい

る。●亀岡市では、地域エネルギー会社の設立、プラスティック製レジ袋の提供禁止に関する

条例を制定、かめおかプラスティックゼロ宣言、かめおか脱炭素宣言、デコ活宣言など●京都

市では、延べ床面積 300 ㎡以上の新築又は増築される建築物に対して再生可能エネルギー利

用設備の設置を義務付けている。●向日市では、令和５年７月から向日市ゼロカーボン推進補

助金交付事業を実施し、ゼロカーボン施策の推進を図っている。●長岡京市では、令和 7 年 5
月 23 日に公共交通事業者で構成される「地域脱炭素推進コンソーシアム 関西まち We'll」と

協定を結び、Jークレジットプロジェクトを始めた。●京田辺市では、デコ活の推進。●精華

町では、緑のカーテン・打ち水イベント・環境日記事業などに取り組んでいる。●木津川市で

は、木津川地球温暖化対策本部を設置。 

設問４ 非核平和重点施策   

① 被爆者援護施策について 

  「被爆者団体との協議・支援」が 2（4）、 「特になし」が 19（15）、「無回答」が 6（8）でした。 

② 子どもたちへの平和教育施策について 
「さまざまな取り組み（被爆・被災地訪問、展示、文集、見学など）」が 15（16）、「学校教育を通じ

て」が 4（6）、「特になし」が 3（2）、「無回答」が 5（3）でした。 

③ その他 
    学校や市民対象に工夫をこらした取り組みが、16 自治体でされていました。 

設問５ 非核平和施策の予算 
「非核平和施策の予算計上されている」自治体は 22（22）。その内訳は「前年より増額」10

（6）、「同額」5（6）、「減額」7（11）。無回答 5（4）でした。 

設問６ 今年 10 月の原子力災害対策指針の「改正」において、UPZ（原発から 5～30 ㎞）、PAZ

（原発から 5㎞まで）での「退避」が変わりました。この変更について。 
イ、対応を考える：9  ロ、必要ない；12  ハ、検討中：1  ニ、無回答：5 
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2025/12/25 

講評  2025 年度非核平和施策などのアンケート結果から 

 今年度も京都府内すべての自治体から本会の非核平和施策などに関するアンケートにご回答

をいただきました。各自治体の担当者の方に厚くお礼を申し上げます。 

非核・脱原発・気候危機打開の日本、自治体をめざして 

 自治体の使命は、住民に最も身近な行政主体として、住民の生命・健康・福祉 ・教育・生業を

守り、暮らしやすい地域社会をめざすことにあります。もし、国の施策がこれに違背すること

があれば、国に意見書（首長や議会決議）を突き付けて、住民を代表して改善を求めることも自

治体の大切な役割です。 

設問(1)(2)の核兵器禁止条約に関して 

 設問(!)の核兵器禁止条約の批准を求める決議または首長表明が、昨年と同じ１１自治体に留

まっています。設問(2)の核兵器禁止条約の締約国会議に参加を求める決議や首長表明も昨年同

様にゼロとなっています。唯一の戦争被爆国の自治体として残念な実態と言えます。 

設問(3)の気候危機問題に関して 

 「2050 年ゼロカーボンシティ」宣言の表明は、昨年同様の２０自治体に留まっていますが、

環境省が求めている 「事務事業編」「区域施策編」の「実行計画」は両方とも立案した自治体が

２２自治体と昨年に引き続き前進しています。各自治体独自の取り組みは、従来からの補助金

制度や宣言、表彰に加え、民間との協業、京都市のような、延べ床面積 300 ㎡以上の建築物に

対して再生可能エネルギー利用設備の設置の義務付け、さらには 「Jークレジットプロジェクト」

や「デコ活」などの活用も進んできました。 

設問(4)の非核平和重点施策に関して 

  「被爆者団体との協議・支援」している自治体が昨年の４から２自治体に減少したことと 

「被爆者団体との協議・支援」していない自治体が、昨年の１５から１９自治体に増えた実態

から、自治体の「非核平和施策」の後退が進むのではと危惧されます。 

 学校での子どもたちへの平和教育施策が、「さまざまな取り組み（被爆・被災地訪問、展

示、文集、見学など）」が昨年に 16 が 15 に後退しているのが気になります。 

 学校や市民対象に工夫をこらした取り組みが、16 自治体でされていました。今年とくに目立

ったのは広島・基町高校生の「原爆の絵」展示会、綾部市の核兵器禁止条約の早期締結を求め

る署名の呼びかけをされたことでした。 

設問(5)の非核平和施策の予算に関して 

 非核平和施策の予算計上されている自治体は例年と同じ２２自治体でした。予算の「前年よ

り増額」「同額」「減額」自治体数は例年並みでした。隔年実施される行事の予算があり、毎年

増減のある自治体もあります。 

設問(6)の「原子力災害対策指針」の「改正」に関して 

 府北部が福井原発群に隣接しているため、今回の「原子力災害対策指針の改正」、とくに

「屋内退避」問題に真剣に受け止める姿勢が読み取られます。一方、府南部では UPZ（原発か

ら 5～30 ㎞）外であるためか、関心を示していません。 
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京都府 ― ― 2020.2.11
 

― ◎ ―

京丹後市 2006.3.29 2011 .9.30 2020.12.14 ◎ ◎ ― ―

伊根町 1989. 9.27 ― ― ◎ ― ◎ ―

与謝野町 2007.3.29 2012.6.18 20203.4 ◎ ◎ ◎ ―

宮津市 1987. 3.27 2011.9.26 2020.6.4 ◎ ◎ ― ―

舞鶴市 1990. 3.24 ― ― ◎ ― ― ―

綾部市 ― 2011 .7.1 2021.9.6 ◎ ◎ ◎ ◎

福知山市 1987. 9.25 2011.12.2 2021.2.26 ◎ ◎ ◎ ◎

南丹市 2007.12.21 ― 2023.1.4 ◎ ― ― ―

京丹波町 2007.3.23 ― 2022.3.23 ◎ ◎ ◎ ―

亀岡市 2010.8.7 ― 2021.2.15 ◎ ― ◎ ―

京都市 1983. 3.23 2012.3.27 2019.5月 ◎ ◎ ◎ ―

向日市 1984. 11 .3 2011 .9.27 2022.10.1 ◎ ― ◎ ◎

長岡京市 ― ― 2022.4.1 ◎ ― ◎ ―

大山崎町 1995.12.20 2011.9.22 2020.9.25 ◎ ― ― ―

宇治市 1987.10.8 2011.10.18 2022.3.25 ◎ ― ― ―

久御山町 1989.10.1 ― 2024.6.5 ◎ ― ― ―

城陽市 1986.12.23 2011.9.29 2021.11.27 ◎ ― ― ―

八幡市 1982. 9.28 ― 2022.2.28 ― ― ― ―

京田辺市 2011 .3.20 2011.9.22 2021.2.12 ◎ ― ― ―

精華町 1987.12.23 2012.6.26 2024.6月 ◎ ― ― ―

木津川市 2007.10.3 2011.9.29 2022.3.29 ◎ ― ― ―

井手町 1988. 3.25 2011.6.29 ― ◎ ― ― ―

宇治田原町 1989.6.28 ― ― ◎ ― ― ―

和束町 1988. 6.26 ― ― ◎ ― ― ―

笠置町 1988.12.16 ― ― ◎ ― ― ―

南山城村 1988. 9.21 2012.6.15 ― ◎ ― ― ―

―

2020.9.25

2017.9.28

2017.9.28

2019.6.28

―

―

―

―

―

―

―

2018.10.1

2021.11.18

2016.1219

2021.12.13

―

2020.3.31

―

―

2021.1.22

京都府内自治体の非核平和気候危機問題に関する代表的な指標
 2025年11月28日現在

議会決議 首長表明

核兵器禁止条約
の批准を求める意

見書

―

2021.6月

―

―

―

―
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